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──はじめに
ヨーロッパの統合が進められる中で、EU（欧州連合）は超国家的な機関として重要性を
帯びてきている。しかし、各加盟国の主権が尊重される中で、EUの権限とされる領域は依
然として限られている１）。その一方で、経済状況の悪化や失業問題、高齢化の問題２）など、
加盟国が共通して取り組まなければならない課題も増えており、EUもそうした課題への対
処を求められるようになっている。
そうした中で、各加盟国がそれぞれ抱える社会問題に対処するために打ち出している政
策と、EUレベルでみられる政策とが、どのような関係性のなかで進められているのかをみ
ていくことは、その全体像をとらえる上で興味深い。そこで本稿では、失業問題や高齢化、
ワーク・ライフ・バランス、ジェンダー平等などの課題にかかわる政策として、近年、フ
ランス政府が主導して展開してきた「対人サービス」政策を取り上げ、EUの進める政策と
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EUの雇用政策・社会政策の変容とフランスの「対人サービス」政策
中力えり Churiki Eri
【要旨】統合が進むヨーロッパにおいて、EU（欧州連合）レベルで展開されている政策と、
各加盟国レベルで取り組まれている政策とは、どのような関係性のなかで進められている
のか。
フランスが2005年より展開している「対人サービス」政策の例を通してみてみると、
EUが1990年代前半より進めてきた雇用政策や社会政策と連動していることが分かる。そ
してEUの政策も、加盟国、さらには国際機関での議論や政策に影響されている。
地域統合、そしてグローバル化が進む今日、失業や高齢化、ワーク・ライフ・バランス、
またジェンダー平等などの課題は、一国単位で対処し、解決できる問題ではなくなってき
ている。そうした中で、各国政府が独自に推進しているようにみえる政策も、法的拘束力
の有無を越えて、EUレベルや国際機関レベルでの動きにも着目しながら分析して行かな
ければならない。
── はじめに
1── フランスの「対人サービス」政策の促進とその背景
2── ＥＵの成長戦略とサービス分野での雇用創出
3── ＥＵの社会政策と雇用の促進
4── 家事労働のフォーマル化と女性移住労働者
── おわりに
の関連についてみていくことにしたい。
1──フランスの「対人サービス」政策の促進とその背景
フランスでは、2005年から政府の主導により、「対人サービス」（Services à la personne）と
呼ばれる新たなセクターを確立する試みが続けられている。「対人サービス」とは、フラン
ス労働法典で次の３つの活動にかかわるとされている３）。即ち、①子守、②高齢者、障碍
者、その他自宅で個人的な介助を要する人、あるいは自宅で生活することを可能にするた
めに身近な環境内での移動のための介助を要する人への支援、そして③家事や家庭での仕
事にかかわる自宅での対人向けサービスである。対象となる仕事は21示されており、より
具体的には、家の掃除や家事仕事、細かな庭仕事や細かな修理などの「日常生活にかかわ
るサービス」、高齢者、障碍者、要介助者への支援、病人の付添、介助が必要な人のペット
の世話や散歩などの「要介助者へのサービス」、そして自宅での子守や行政手続き支援、家
庭教師などの「家族へのサービス」を指す。
では、こうした「対人サービス」の普及をフランス政府が推し進めてきた背景は何だっ
たのか。フランスの内政に即した文脈でいえば、社会的排除の問題への取り組みや、雇用
創出への強い要請があった。「対人サービス」政策は、2004年 4 月に経済分析評議会により
発表された「第 3 次産業における生産性と雇用」と題する報告書（Cahuc & Debonneuil 2004）
と、2004年 6 月に当時「雇用・労働・社会的結束」相を務めていたジャン＝ルイ・ボルロ
ーにより閣議で発表された「社会的結束計画」と呼ばれる「雇用」、「住宅」、「機会の平等」
を柱とする計画に端を発しているのだが、当時は、社会の不安定化が懸念され、失業問題
等への不満も増幅していた。実際の数字をみても、フランス本土での失業率は2001年に
7.7％であったのが2002年に7.9%、そして2003年には8.5％へと上昇し、失業者数もそれぞ
れ204万 6 千人から210万 7 千人、そして229万 4 千人へと徐々に上昇していた。2004年の
失業率は最終的に平均8.9%、失業者数は241万 1 千人にのぼった（INSEE 2012）。
当時、政権の座にあったのは保守勢力で、大統領は2002年に再選された保守系政党「国
民運動連合」（UMP）のジャック・シラク、そして国民議会は同じく「国民運動連合」が与
党として政権を運営していた。失業率の上昇を食い止められず、また年金改革を断行した
ことなどで支持率の低下を招いていた中で2004年 3 月に行われた全国の地方・県議会議員
を選ぶ統一地方選挙では、政府への強い反発がみられ、本土では、アルザスとコルシカを
除く全ての地域で左派が勝利するという結果になった。与党の大敗後も、シラク大統領は
ラファラン首相の続投を決め、第 3 次ラファラン内閣が発足した。「社会的結束計画」は、
選挙での大敗後、与党が「社会的公正」を促進することを約束４）した中で提案されたもの
だった。計画では、フランスの就業率を改善するには、サービス分野での雇用創出が不可
欠であるとの見解が示された。
「対人サービス」促進の背景には他にも、①フランスが高齢化の問題と無縁ではなく、高
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齢者が在宅で暮らせるための支援サービスが必要とされていたこと（フランス本土の60歳以
上の人口の割合は、2007年に21%であったのが2035年には31%に、そして2060年には32%に達する
と推計されている。平均年齢も2007年に39歳であったのが、2035年には43歳、そして2060年には
45歳になると推計されている。Blanpain & Chardon 2010）、②女性の社会進出が進むとともに
「ワーク・ライフ・バランス」の重要性が説かれようになり、子守や家事代行サービス等の
需要が高まっていたこと、また③低学歴や無資格の者の社会的排除の問題を解決し、社会
的包摂を実現することが重要な課題とされていた中で、「対人サービス」分野での雇用が受
け皿になると考えられたこともあった。
フランスでの「対人サービス」の振興は、こうした事情のもとで進められた。具体的に
は、2005年 2 月に「対人サービス発展のための計画」が示され、2005年 7 月26日にそのた
めの法律が施行された。
フランスが直面している雇用や高齢化にかかわる問題、またワーク・ライフ・バランス
や社会的排除をめぐる課題は、EUレベルでも共有されているものである。では、EUレベル
で描かれている成長戦略と、フランスの「対人サービス」政策との間にはどのような関係
性がみられるのだろうか。
2── ＥＵの成長戦略とサービス分野での雇用創出
EUは、1990年代前半から競争力のある知識基盤型経済を目指す一方で、新たな雇用戦略
と社会的排除をなくすための戦略の構築に取り組むことになった。
当時、欧州委員会委員長を務めていたのは、フランスのミッテラン大統領の後ろ盾を得
て就任したジャック・ドロール（在任1985年～1995年）であった。フランスの社会党出身の
ドロールは、イギリスのサッチャー首相が中心となって推し進める自由主義路線と対立し
ながら、社会民主主義路線に沿った「社会的ヨーロッパ」の構築を模索した。しかし、
1990年代に失業率が上昇していく中で（図 1 ）、新たな戦略の提示を迫られることになった５）。
そうした状況の中、1993年12月のブリュッセル欧州理事会に欧州委員会が提出したのが
『成長、競争力、雇用－21世紀に向け
ての挑戦と進路（白書）』（ドロール白書）
である（Commission of the European Com-
munities 1993a）。この白書の最大の目的
は、失業問題の解決であった。
同白書では、20世紀末までに1500万
の雇用を生み出すことを目指すとされ、
そのために生涯教育・訓練を通じた
人々の雇用可能性を向上させることや、
内部および外部労働市場の柔軟性を高
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図 1　EU、米国、日本における失業率の推移（1976-98）
出所：European Commission, 1999, Employment in Europe, 1999, p.19.より作成
めることで競争力を高めること、また失業者への所得保障から積極的労働市場政策へ移行
することの必要性などが説かれた（Commission of the European Communities 1993a）。こうした方
針は、手厚い福祉や労働者保護を重視する従来の路線からの重要な転換であった（濱口
1999）。
ドロール白書において、新しい雇用を生み出す有望な源泉として挙げられているのが、
「ローカル・サービス」（Local Services）である。具体的には、高齢者や障碍者への在宅での支
援、食事の支度や家事労働、子どもの学校への送り迎えや子守、学習支援などのサービス
が想定されている。こうした新しいサービスは、需要がありながらも伸びていないとされ、
その理由の一つは料金であるとの考えが示されている。また供給側にとっても、熟練を要
しないような仕事であると低くみられてしまうことが、就労をためらわせているとしてい
る。その結果、「ヤミ労働」として、または公的財政に支えられた高くつくものとして提供
されているとしている。こうした状況を打開するためには、税の控除や、既に普及してい
る食事用のバウチャーのような「サービス・バウチャー」の発行が有効ではないかとの見
解が示されている。また、労働者は、これらの新しい仕事で必要なスキルを向上させるた
めの訓練を受けることが重要であるとされている（Commission of the European Communities
1993a : 19-20）。
ここではまさに、フランスで後に展開される「対人サービス」政策につながる見解が数
多く提示されていると言えるだろう６）。フランスが雇用の鉱脈としたのは、ドロール白書
で「ローカル・サービス」と呼ばれている家事労働や介護労働、子守などの仕事である。
また、「対人サービス」の振興のためには安価で質の良いサービスを提供する必要があると
して、産業化、職業化も推進することになった。そして、税制上の優遇措置や「汎用雇用
サービス小切手」（CESU）という「サービス・バウチャー」も導入されていったのである
（中力 2012）。
白書では、新規雇用創出の期待が持てる分野は、他には生活の質の改善（古い家のリノ
ベーションやローカルな公共交通機関の整備など）と環境保護の 2 つがあり、これら 3 つ
の分野をあわせて、共同体内で新しく300万の雇用を生み出すことができるとされた（Com-
mission of the European Communities 1993a : 20）。
その後、アムステルダム条約によりEC条約が改正されたが、その中で雇用に関する政策
協調を規定した条項が設けられた。これにより、1997年末から、雇用政策のサイクルは次
のような流れで展開されるようになった。即ち、1．欧州理事会の「結論」、2．閣僚理事会
の「雇用指針」、3．加盟国の「年次報告」、４．閣僚理事会の「審査」と「勧告」、5．閣僚
理事会と欧州委員会の「合同年次報告」、そして6．欧州理事会の「結論」というものであ
る（濱口 2008: 14）。これは、各国は法的に拘束される訳ではないが、「加盟国間のピア・プ
レッシャー効果によって各国の雇用政策を一定の目標群に向かって方向づけていく」（濱口
2008: 14）という政策協調の手法、即ち「開かれた政策協調手法」（Open Method of Coordination）
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を雇用政策に導入するものであった。
こうして、1997年11月のルクセンブルク特別雇用欧州理事会には、欧州委員会が同年10
月に公表し、労働社会相理事会の承認を経た「1997年欧州雇用報告」「1997年合同雇用報
告案」「1998年雇用政策指針案」が提出された。「1998年雇用政策指針案」は議長国結論文
書の第 2 部に盛り込まれ、「雇用可能性（Employability）の改善」「企業家精神（Entrepreneurship）
の発展」「適応力（Adaptability）の奨励」「機会均等（Equal opportunity）の強化」の 4 項目に分
けて、加盟国がとるべき政策が示された（濱口 1999 : 65）。「各加盟国は、毎年行動計画と実
施報告を提出し、これを基礎として毎年レビューを行うという枠組み」（濱口 1999 : 65）が
ここに成立したのである。
そうしたサイクルの中で、翌1998年10月、欧州委員会は、「1999年雇用指針案」「1998年
合同雇用報告案」そして「1998年雇用率報告」を公表したが、指針案では先に示された 4
つの柱が保たれ、新たな要素としては、「少数民族の統合、生涯学習の促進、サービス業に
おける雇用創出の促進」が挙げられた（濱口 1999 : 66）。
このように、EUレベルでの雇用創出のための政策は、各加盟国との緊密な関係の中で進
められ、各加盟国の政策も、法的に拘束されなくとも、EUレベルでの動きを意識しながら
進められるようになったことがうかがえる。
3── ＥＵの社会政策と雇用の促進
若年失業率や長期失業者が増える中、「社会的排除」そしてその対策としての「社会的包
摂」への関心も高まっていった。「排除」（Exclusion）という概念は、もともとはフランス由
来である７）。その定義が確立されているわけではないものの、かつては社会に統合されて
いた人々が、社会経済的構造の変化に伴い、「不安定な仕事と長期失業、家族や家族外の社
会的ネットワークの弱体化、そして社会的地位の喪失といった多次元の諸問題」（バラ＆ラ
ペール 2005 : 4）に直面するようになっていることから、そうした新しい社会問題をとらえ
る概念として用いられるようになった（都留 2002、中村 2002）。そのため、その対策はさま
ざまな形態の排除（雇用、教育、職業教育、住宅、健康など）に向けられることになる。
EC（欧州共同体）そしてEUでは、ドロールが欧州委員会委員長の際に、「社会的排除」が
重要な政策概念としてとりあげられるようになり、また研究８）も進んだ。その用法は、フ
ランスにおける「排除」概念の用法と類似したものになっている。
具体的には、1989年12月 9 日の「労働者の基本的社会権に関する共同体憲章」（Community
Charter of the Fundamental Social Rights of Workers）の序文で「社会的排除」の概念が取り上げら
れ、「連帯の精神からみるなら、社会的排除と闘うことは重要である」とされた。また、
「社会的排除と闘う政策に関する欧州動向調査機関」（European Observatory on Policies to Combat
Social Exclusion）も設立された。
1992年のマーストリヒト条約では、社会政策に関する議定書の中で、政策目標として言
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及された。また欧州委員会は「連帯の欧州をめざして：社会的排除に対する闘いを強め、
統合を促す」９）という文書において、「社会的排除」を、結果としての状態だけではなく、
その過程も指すダイナミックな概念であると捉えた。さらに、「貧困」という概念では所得
が問題とされるのに対し、「社会的排除」という概念では、個人や集団が多次元的に排除さ
れていく構造的な現象が問われるとの見解が示され、労働生活への参加という次元を越え
て、住宅や教育、健康やサービスへのアクセスといった領域からの排除が問題として取り
上げられた（Commission of the European Communities 1992 : 8）。
では、このようなEUレベルでの動きがみられる中、EC、そしてEU加盟国の市民は、「社
会的排除」を社会構造的変化の影響によるものとしてみていたのだろうか。ひとつの指標
として、人々が貧困の原因を怠惰（Laziness）に求めるか、「不公平」（Unfairness）に求める
かの推移を1976年、1989年、1993年、2001年でくらべたユーロバロメーターの調査結果を
みてみると、多くの国で1993年に「不公平」を理由として挙げる人の割合が高くなってい
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図 3　貧困の説明を「不公平」に求める割合の推移
出所：Duncan Gallie, Serge Paugam, 2002, Social Precarity and Social Integration, Eurobarometer 56.1, p.19より作成
Source Eurobarometer - LASMAS-IdL
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図 2　貧困の説明を「怠惰」に求める割合の推移
出所：Duncan Gallie, Serge Paugam, 2002, Social Precarity and Social Integration, Eurobarometer 56.1, p.19より作成
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ることがわかる10）。当時は社会経済的状況が悪化し、失業率は高く推移し、長期失業者も
数多くいた。そうした中、加盟国間で差はみられるものの、多くの人々が、失業を不運や
怠惰といった個人的な要因に求めるのではなく、社会的な要因に求めるようになった様子
がうかがえる（図 2、図 3 ）。
EUでは、先にみたように1993年12月のドロール白書によって雇用戦略が前面に打ち出さ
れることになったが、社会政策面への影響はどのように表れたのだろうか。
1993年11月に出された「ヨーロッパ社会政策─EUの選択（グリーンペーパー）」（COM (93)
551）、そして後の1994年7月に各界の意見を踏まえて発表された「ヨーロッパ社会政策─
EUの進路（白書）」（COM (94) 333）は、ドロールのもとで「社会的ヨーロッパ」の構築を進
めてきた欧州委員会第 5 総局（労働社会政策担当）が、新たな路線を模索し始めたことを示
す内容となっている。
即ち、グリーンペーパーでは、第 2 次世界大戦から今日まで、経済面と社会面の双方を
うまく結びつけてきたものの、失業問題が悪化する中で、現在の諸問題は従来のやり方で
はうまく解決できなくなっていることを認め、人々を社会的に包摂していく上で、雇用の
重要性を強調している。「我々は、消極的に所得を維持することに主眼をおいた現在のシス
テムを、人々の社会への統合を目指した活力あるシステムへ変えていく必要がある」（濱口
1999 : 64）との方針が示されたのである。そして社会政策白書では、「消極的な所得移転や
硬直的な労働者保護から脱却し、雇用を通じた万人の社会的統合を『連帯』のシンボルと
して掲げようとする」（濱口 1999 : 65）路線が提示された。
その後、1997年 3 月に欧州委員会は「EUにおける社会保障の近代化と改善」（COM (97) 102）
を発表し、「生産要素としての社会保障」という立場を示し、より「雇用親和的」（Employ-
ment-Friendly）な社会保障制度を呼びかけることになる（濱口 1999 : 66）。
1997年 6 月のアムステルダム条約（1999年5月1日発効）では、「社会的排除」がEUの主要
な目標の一つとされ、EC条約に入れられた（第136条、第137条）。この条約により、社会的
排除に抗するためのEUの権限が強化された。
EUの社会政策は、1999年 1 月 1 日の共通通貨ユーロの導入によっても大きな影響を受け
ることになった。安定協定により、政府の財政赤字はGDP比 3 %以内、公債合計はGDP比
の60％を超えてはいけないことが定められたため、財政削減計画を実現するためには、社
会保障関係給付の削減を断行していく必要性があったのである。
2000年 3 月のリスボン欧州理事会では議長国のポルトガルが、社会的排除の問題を戦略
テーマとしてとりあげた。そこで、EUが「より多くの質のよい仕事といっそうの社会的結
束とをともなった…最も競争力に富み、最もダイナミックな知識依存型経済」になる次の
10年間のための戦略目標を採択し、この目的を達成するために2010年までに貧困の撲滅に
向けた決定的な前進をし、欧州における貧困と社会的排除についての理解を深めるための
目標の設定が求められた（バラ＆ラペール 2005 : 9）。そして、社会的包摂の促進のために、
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「開かれた政策協調手法」を採用することが合意された。各加盟国が互いの経験を共有し、
政策の結果を比較検討していくという方法が、社会保障政策にも採用されたのである（バ
ラ＆ラペール 2005; 濱口 2008）。
2000年12月に開かれたニース欧州理事会では、社会的排除との闘いはEUの社会的アジェ
ンダにおける 6 つの目標のうちのひとつとなった。また、貧困と社会的排除と闘うための
2 年間にわたる「社会的包摂に関するナショナル・アクション・プラン」を実施するよう、
加盟国に要請することが同意された（バラ＆ラペール 2005 : 9）。
このようにして、EUは雇用の面で自由主義勢力が主張してきた政策を進めながらも、他
方で「雇用」の促進を社会政策と結びつけていったのである。即ち、「雇用を促進するとい
う観点からこれまでの各国の社会保障制度の抜本的改革を訴えるという戦略」（濱口 1999 :
63）がとられたのである。
フランスで展開されている「対人サービス」政策は、先にみたように、2004年 6 月に示
された「社会的結束計画」の一環として実施されたものである。「雇用」、「住宅」、「機会の
平等」を柱とする全体の計画のなかで、「サービスの発展を促進する」という第 9 プログラ
ムが、「対人サービス」の促進策へとつながっていったのである。これは、雇用を通した社
会的包摂という考えに沿っているといえる。その背景にあったのは、フランスで展開され
てきた「排除」をめぐる議論であり、またEUレベルで推進されてきた「社会的排除」を
「雇用」と結びつけた形で防止するという政策であったといえるだろう。
4── 家事労働のフォーマル化と女性移住労働者
家事や育児、高齢者や障碍者の介護といった仕事は、家庭空間で行われるものであるた
め、これまで国家の規制が及びにくい領域となっていた。しかし、こうした仕事をフォー
マル化11）することができれば、ドロール白書でも既に指摘されていた通り、新たに多くの
雇用を生み出すことができると考えられてきた。
EUレベルで、「ヤミ労働」として実施されている労働を国家が規制できるものにするこ
とで雇用を創出しようという動きがあるなか、2000年 2 月に欧州議会の女性の権利・機会
平等委員会は「インフォーマル・セクターにおける家事手伝いの規制」に関する報告書
（報告者M. スメット）の策定にとりかかることを了承された。2000年10月に提出された報告
書を受け、欧州議会は同年11月に「インフォーマル・セクターにおける家事手伝いの規制
に関する欧州議会決議」（2000／2021（INI））12）を採択した。
この決議では、19項目にわたる事項の検討が求められているが、第 8 項目では担い手に
かかわって、家事労働という職業イメージと地位改善のため、加盟国が以下の措置を取る
ように勧告が行われている。
・各種作業の定義、最大労働時間数と限界の設定
・多様な広がりをもち、潜在する仕事上の危険を考慮にいれ、労働者が社会保険や退職
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時の十分な年金の受給を含めた、その他の権利を享受できるよう、この職業に就く
人々に特定的で、かつ包括的な社会保障を整備すること
・職業訓練コースを整備して、質のよい仕事を保障できる諸条件を生み出すこと
・これらの労働者の社会への統合を奨励するような相談機関を設けること
・雇用者と被雇用者に対して、労働者の権利と義務に関する啓発と情報提供キャンペー
ンを行うこと
他方、第10項目では、家事労働セクターにおける非申告労働と闘うためとして、以下の
措置が全国レベルで行われることが求められている。
・個人の財源に配慮した価格とコストの調整
・個人雇用主が被雇用者を申告するうえで必要とされる行政手続きの簡易化
・家事サービスを税控除の対象として、申告労働者と非申告労働者のあいだのコストの
差の縮小
この報告書の目的は、家事労働セクターが、①ヨーロッパレベルで共通ルールによって
規制されるようにすること、また何より②加盟国により「新規雇用創出の鉱脈」として十
分に活用されるようにすることだった（Parlement européen 2000: 9）。そのために、以前より指
摘されてきた課題の解決に向けての方向性が示されたのである。
ところで、こうして新しく生み出される雇用の担い手は誰なのだろうか。欧州議会の決
議でも、またさまざまな報告書や研究でも取り上げられているように、それはたいていの
場合女性であり、特に女性移住労働者であることが多い（Oso Casas & Garson 2005, UN
INSTRAW 2007, Gallotti 2009, 他）。〈表 1 〉は、家事サービス部門で働く女性の比率の1994年
から2004年にかけての変容を、外国人と国民に分けて、いくつかのEU加盟国についてまと
めたものである。そこから、イギリスを除き、10年間で外国人女性の割合が大きく増加し
ていることが分かる。
また、「インフォーマル・セクターにおける家事手伝いの規制」に関する報告書をはじめ、
さまざまな研究でも指摘されているように、非正規の女性移住労働者が家事使用人として
働いているケースが多い13）。
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国 1994 2004
外国人 国民 外国人 国民
スペイン 27.1 6.9 36.0 4.6
フランス 14.7 3.5 21.1 3.8
ギリシャ 35.0 1.5 42.4 1.3
イタリア 10.3 2.3 27.9 1.6
イギリス 3.7 1.1 3.1 0.6
出所：European Community Labour Force Survey. in Oso Casas & Garson, 2005: 12; in Gallotti, 2009: 27.
表 1　女性の雇用における家事サービス部門の国別比率（％）
では、そうした実態を踏まえた政策は、EUレベルでみられるのだろうか。移民政策とし
て、家事、介護労働者を導入しようという積極的な政策はみられない14）。しかし、女性移
住労働者の置かれた不安定な状況を改善しようという方針はみられる。
先の2000年の欧州議会決議は第14項目で、「女性移住労働者のために特別の相談センター
を設け、身体的、あるいは性的虐待の被害を受けた場合には心理的、あるいは精神医療的
援助を提供し、彼女たちが一時的滞在資格を所持していて滞在資格の正規化を求める場合
には、申請書類作成にあたって支援を与え、そのような性的、あるいは心理的抑圧を加え
た者を法的に訴えられるよう、支援することを勧告」している。また第16項目では「家事
労働を職業と認めるにあたり、女性移住労働者は正規の労働許可への申請資格をもつべき
であると考え」るとし、第17項目では「加盟国の関連機関が、家事労働者として雇用され
ている移住者に特有の状況について詳細に検討するよう勧告」がなされている。
2010年 5 月に欧州経済社会評議会が提出した「家事労働の職業化」（CESE 762/2010–
SOC/372）についての意見書では、家事労働をめぐるさまざまな問題点が挙げられたが、特
に非正規滞在者に関して、雇用主が正規化を約束することで賃金を支払わない奴隷労働の
状況がみられること、暴力や性的虐待などがあっても強制送還される心配から沈黙してし
まうケースがみられることなどが指摘されている。そして、今日の選択的移民政策は高度
人材に焦点を当てているけれども、ヨーロッパの人口の状況、特に高齢者の介護の問題を
鑑みたならば、移民の労働力が必要であり、家事労働に従事する者をその対象とすべきで
あるという見解が示されている（CESE 2010: 9）。
家事や育児、介護労働にかかわり生み出されている雇用が、安定的で質の高いものとな
っていないという認識が共有されていく中、欧州議会の女性の権利・ジェンダー平等委員
会が2010年10月に提出した「女性不安定労働者に関する報告書」（報告者 B. トムセン）では、
家事労働者が行っている仕事は不安定なだけでなく、社会からの評価が低いため、不平等
で不公正な扱い、または虐待を受けたりしていると述べられている。また、女性移住労働
者、特に非正規滞在者に関しては、自身の権利についてあまり知らず、現地の言葉もあま
りできないことが多く、暴力や虐待、性的虐待や賃金の不払いなどに苦しんでいる者がい
ると指摘されている。欧州議会はこの報告書を受けて、2010年10月19日に「女性不安定労
働者に関する決議」15）を採択している。また、欧州委員会は2011年 2 月 9 日に欧州議会で
の決議へのフォローアップを採択している16）。そこでは、女性移住労働者に関しては、職
業訓練への参加を促し、資格（学歴）のレベルをあげるために、言語習得の援助などの施
策の必要性が述べられている。また、女性と男性の間の平等を実現するための新戦略では、
移民女性をより効果的に労働市場に統合することの重要性が強調されていること、また早
い段階で支援を提供し、その効果を追跡することが不可欠であると明示されていることな
どが記されている。
こうした一連の動きは、国際労働機関（ILO）が推進する「ディーセント・ワーク・アジ
ェンダ（課題）」17）の実現に向けた取り組みと連動したものであった。EUでは、ディーセン
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ト・ワークの普及への関心は、欧州委員会が2006年 5 月にコミュニケーション（政策文書）18）
を、そして欧州議会が2007年 5 月に決議19）を採択して示しているが、ILOが2010年 6 月開
催の第99回総会で「家事労働者の労働条件に関する条約及び勧告の検討」を議題としてと
りあげ20）、翌年の2011年 6 月開催の第100回総会で家事労働者の労働条件や労働安全衛生な
どに関する規定を定める「家事労働者のためのディーセント・ワークに関する条約」（第
189号）並びに「家事労働者の適切な仕事に関する勧告」（第201号）の採択に向けた動きを
活発化させる中で、EUとしても家事労働に関して積極的な議論がみられるようになったの
である21）。
では、EUレベルでのこうした動きは、加盟国にどのような影響を与えているのだろうか。
フランスの「対人サービス」政策の場合をみてみると、従来家事使用人等を申告しないで
雇用してきた個人家庭に申告を促すために、行政手続きの簡易化や税制上の優遇措置を設
けてコストの差を縮小するなど、EUレベルでの提言に沿った施策がみられることが分かる。
「ヤミ労働」を減らし、ケア労働をフォーマル化することで新規雇用を創出しようという目
標が共有されていると言えるだろう。そうしたなかで、雇用の質に問題があるとの認識か
ら、職業化や労働協約の制定により不安定雇用を改善しようという動きはみられるが、そ
の成果はまだ十分なものとはなっていない。
他方、フランスでも、家事、介護労働を担っているのが女性であり、特に都市部では女
性移住労働者や移民出自の女性であるとの認識は持たれている。しかし、「対人サービス」
政策では、何よりも雇用政策であることが強調され、近年移民に対する規制が強化される
なかで22）、実際に仕事を担っている多くの移民について表立って語られることは避けられ
てきた（中力 2012）。非正規滞在者が、労働力不足の部門での雇用を通して正規化される可
能性はあるものの、あくまでも「例外的」な措置とみなされており、「女性移住労働者は正
規の労働許可への申請資格をもつべきである」とする2000年のEU議会の決議や、家事労働
に従事する者を積極的に受け入れていくべきだとする欧州経済社会評議会の見解と、フラ
ンスの選別的移民政策との間には距離があることが分かる。
──おわりに
本稿では、フランスの「対人サービス」政策を具体例としてとりあげながら、加盟国レ
ベルでみられる政策とEUレベルでの政策とのかかわりについてみてきた。フランスの「対
人サービス」政策は、フランスが抱える失業や格差の拡大、人口の高齢化といった諸問題、
また女性の就労率の上昇やワーク・ライフ・バランスの追求といった諸課題に対処するた
めに実施された政策とはいえ、EUの雇用政策が社会政策と連動する中で進められるように
なり、サービス部門における雇用の創出が社会的排除の文脈との関連で語られるようにな
ったこと、また各加盟国がEUレベルでの動きを意識しながら政策を進めるよう求められる
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ようになっていることと切り離して考えることはできないだろう。また、フランスにおけ
るケア労働の社会的承認や制度化の問題を考える際にも、女性の権利やジェンダー平等、
そして移住労働者の問題をディーセント・ワークとの関連で語るようになっているEUの動
き、そして国際的な動きを視野に入れなければならないだろう。
フランスの「対人サービス」政策の例も示すように、超国家的な枠組みの建設が進むヨ
ーロッパにおいて、またグローバル化が進む中で、各加盟国で展開される政策とその影響
を捉える際には、法的拘束力の有無を越えて、EUや欧州評議会23）、さらには国際機関での
議論にも注視しながら分析を進めていくことが大切であると言えるだろう。
《注》
１）例えば社会保障政策に関してみてみると、「域内を移動するEU加盟国労働者に係る社会保障制度の調
整という分野と男女労働者の均等待遇のための保障制度の調和化という分野については、条約で明
示的にEUの権限とされ、そのイニシアティブによってかなりの立法化が進められてきている」が、
それ以外の分野に関しては、「基本的に加盟国の権限とされ、今日までEUのイニシアティブは何ら拘
束力を有しない単なる意見の提示が散発的に行われてきただけ」（濱口 1999 : 62）という状況である。
２）2012年10月に国連人口基金（UNFPA）とヘルプエイジ・インターナショナルが発表した「21世紀の
高齢化：祝福すべき成果と直面する課題」と題する報告書によれば、2012年現在、60歳以上の人口
は世界で8億1000万人にのぼり、2050年にはこの数字は20億人に達する見込みであるという（日本語
版報告書は要約部分と5章のみの抜粋。なお、英語版の報告書全文はhttp://www.unfpa.orgで参照する
ことができる）。地域別でみると、現在アジアでは11％、そしてヨーロッパでは22％が60歳以上であ
るが、2050年には、この数字はアジアで24％、そしてヨーロッパで34％に達すると推計されている
（国連人口基金＆ヘルプエイジ・インターナショナル2012 : 2）。
３）フランス労働法典L7231-1条参照。
４）シラク大統領が選挙後の2004年4月1日にテレビ出演し、国民に向けて約束した。
５）1992年にOECDで新自由主義的な立場からEUの雇用戦略が論じられたこともきっかけとなっている
（労働政策研究・研究機構　2004）。
６）ヨーロッパ・シンクタンク「連帯のために」（Pour la Solidarité）がまとめた対人サービスに関する報
告書でも、ドロール白書がはじめて「対人サービス」について触れたと評している（Pour la Solidarité
2012 : 20）。Chaise 2008 も参照。
７）「排除」という概念が一般に広く普及する契機となったのは、1988年12月に創設された「参入最低所
得」（RMI）という制度だった。
８）「貧困調査プログラム3」<Poverty 3> （1989～1994）は、予算が5500万ECUと、<Poverty 1>（1975～1980）
の2000万ECU、<Poverty 2>（1985～1989）の2900万ECUのよりも大幅に増額され進められた（Mc
Keown 1993 : 3）。バラ＆ラペール 2005 : 7-8も参照。
９）European Commission, 1992, Towards a Europe of Solidarity: Intensifying the Fight against Social Exclusion,
Fostering Integration, COM (92) 542 final.
10）フランスでの状況をみてみると、失業の原因を「怠惰」に求める人の割合が1976年に16.1％、1989
年に11.7％だったのが、1993年には5.6％に減少している（Eurobarometer 56.1）。
11）「ケア労働のフォーマル化は多義的、多面的で必ずしも明確な定義があるわけではない」が、「①外
部化、②有償労働化、③ケアの担い手／受け手、あるいはケア労働者／雇用者／利用者といった関
係性の国家による承認と規制、④ケアをめぐる知の体系化、医療化を含む専門化、職業化、といっ
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た少なくとも4つの、またそれぞれの方向性が必ずしも同じではないベクトルが含まれる」（伊藤
2012 : 2）とされている。
12）European Parliament resolution on regulating domestic help in the informal sector (2000/2021(INI)).フランス
語では「インフォーマル経済における家事労働のノーマライゼーションに関する欧州議会決議」
（Résolution du Parlement européen sur la normalisation du travail domestique dans l'économie informelle)とな
っており、英語とは異なる用語が用いられている。本稿での日本語訳は、国際移動とジェンダー
(IMAGE)研究会編、2012（ワークショップ記録集）所収の日本語仮訳を参照した。
13）例えば、フランスでは、1984年時点で非正規労働者の58.4％が家事使用人であったというという調
査結果がある（Parlement européen 2000: 17）。
14）フランスを例にとるなら、1973年の石油ショック以降、就労目的の移民の受け入れは停止されたも
のの、「家族合流」によって入国した移民が家族滞在の資格で、あるいはさまざまな事情から正規の
滞在資格を持たない者が、そうした家事・介護労働を担ってきたという状況にある。
15）European Parliament resolution of 19 October 2010 on precarious women workers (2010/2018(INI)).
16）Follow up to the European Parliament resolution on precarious women workers, adopted by the Commission on
9 February 2011.
17）ディーセント・ワークは、日本では「働きがいのある人間らしい仕事」と訳されている。ディーセ
ント・ワーク・アジェンダの実現のために、4つの戦略目標（1．国際労働基準と仕事における基本
原則及び権利、2．ディーセントな雇用、3．すべての人々のための社会的保護、4．三者構成と社会
的対話）と、それらを貫く横断的目標（ジェンダー平等）が掲げられている（ILO 2007）。
18）Commission communication of 24 May 2006 ‘Promoting decent work for all - The EU contribution to the imple-
mentation of the decent work agenda in the world’ (COM(2006)0249).
19）European Parliament resolution of 23 May 2007 on promoting decent work for all (2006/2240(INI)).
20）2008年3月に開かれた第301回ILO理事会で、第99回ILO総会で議題として取り上げることを決定した。
21）欧州議会はILO条約第189号と勧告第201号の採択に先立ち、同条約と勧告を高く評価し、支援すると
して2011年5月12日に決議を採択している（European Parliament resolution of 12 May 2011 on the pro-
posed ILO convention supplemented by a recommendation on domestic workers (2012/C 377 E/16)）。加盟国
には、条約と勧告の早期の批准を求めている。
22）サルコジが内相時代の2006年に成立させた移民法、そして2007年に大統領に就任して成立させた
「移民の管理・参入・亡命者の庇護権に関する法律」は、移民の規制を強化していった。
23）「社会的結束」という概念は、欧州評議会を中心に普及が目指されてきたものである。
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